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米国通商代表部は、以前に延長された549品目の中国製品につい

て、再び追加関税対象からの適用除外を検討するため、意見を公募

することを公表した。

米国の輸入業者等の関係者は、2021年10月12日から12月1日まで、

書面によりコメントを提出できます。

適用除外が復活された場合には、2021年10月12日以降の消費のた

め、倉庫に入庫出庫した商品に遡及的に適用されます。

米国通商代表部（USTR）は、中国産輸入品約550品目について、再び通商法

第301条に基づく追加関税の適用から除外することを検討しており、50日間（10
月12日から2021年12月1日まで）にわたり、意見を公募しています。

USTRは、通商法第301条に基づく対中国追加関税の調査中に、いくつかの品

目につき、リスト1、2、3、および4Aに基づく追加関税の適用除外を認めました。

2019年12月から2020年10月まで、リスト1から137品目、リスト2から59品目、

リスト3から266品目、リスト4から87品目の除外を延長しました。COVID-19パ

ンデミックに関連するいくつかの製品を除いて、これらの除外措置はすべて失

効しています。

詳しくは英語版をご覧ください。
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